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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社の発行する株式が平成13年11月６日付で日本証

券業協会に店頭売買有価証券として登録されたため、平成15年３月期より記載しております。 

３．平成13年８月１日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。なお、１株当たり当期純利益金額

は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

４．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．当社のパッケージ事業において、一部の元社員による不正売上計上があったため、第30期（平成14年３月

期）、第31期（平成15年３月期）及び第32期（平成16年３月期）の各数値は、過年度の売上高等に関して証券

取引法第24条の２第１項の規定に基づき訂正した後の数値を記載しております。なお、商法連結計算書類では

過年度の訂正分を過年度損益修正損として第33期（平成17年３月期）に一括処理しております。 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 6,939,243 7,064,061 7,767,291 8,189,187 7,917,639 

経常利益（千円） 606,577 635,705 537,423 502,025 125,955 

当期純利益（千円） 181,117 194,650 67,861 319,344 605,748 

純資産額（千円） 2,036,261 2,140,579 1,971,932 3,009,254 3,536,784 

総資産額（千円） 4,585,569 4,785,342 4,872,402 5,568,360 5,588,057 

１株当たり純資産額（円） 462.45 482.69 459.30 605.99 709.67 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
42.89 40.71 12.37 68.41 121.58 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ 40.39 12.21 67.52 120.80 

自己資本比率（％） 44.4 44.7 40.5 54.1 63.3 

自己資本利益率（％） 9.9 9.3 3.3 12.8 18.5 

株価収益率（倍） 33.8 16.7 114.2 9.9 7.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
165,663 118,935 △36,154 41,657 △67,078 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
78,439 272,157 △36,522 △97,573 △252,157 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△574,238 △195,382 △12,170 509,165 △340,122 

現金及び現金同等物の期末 

残高（千円） 
383,571 577,708 492,028 944,815 288,690 

従業員数（人） 456 497 516 520 543 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社の発行する株式が平成13年11月６日付で日本証

券業協会に店頭売買有価証券として登録されたため、平成15年３月期より記載しております。 

３．平成13年８月１日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。なお、１株当たり当期純利益金額

は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

４．平成14年３月期の１株当たり配当額には、ジャスダック市場上場記念配当５円を含んでおります。 

５．平成15年３月期の１株当たり配当額には、東京証券取引所上場記念配当５円を含んでおります。 

６．平成15年３月期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当た

り当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

７．当社のパッケージ事業において、一部の元社員による不正売上計上があったため、第30期（平成14年３月

期）、第31期（平成15年３月期）及び第32期（平成16年３月期）の各数値は、過年度の売上高等に関して証券

取引法第24条の２第１項の規定に基づき訂正した後の数値を記載しております。なお、商法計算書類では過年

度の訂正分を過年度損益修正損として第33期（平成17年３月期）に一括処理しております。 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高（千円） 6,800,455 6,891,454 7,628,008 8,049,619 7,803,655 

経常利益（千円） 600,687 613,117 542,925 497,441 128,351 

当期純利益（千円） 192,670 182,701 60,626 314,807 606,374 

資本金（千円） 515,187 515,187 515,187 917,687 917,687 

発行済株式総数（株） 4,403,230 4,403,230 4,403,230 5,103,230 5,103,230 

純資産額（千円） 2,053,482 2,147,577 1,972,275 3,005,496 3,529,560 

総資産額（千円） 4,560,315 4,742,572 4,833,894 5,517,390 5,534,202 

１株当たり純資産額（円） 466.36 484.28 459.38 605.23 708.22 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当

額）（円） 

15.00 

(－) 

20.00 

(－) 

18.00 

(－) 

20.00 

(－) 

20.00 

(－) 

１株当たり当期純利益金額

（円） 
45.62 38.00 10.69 67.44 121.71 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ 37.70 10.56 66.56 120.92 

自己資本比率（％） 45.0 45.3 40.8 54.5 63.8 

自己資本利益率（％） 10.5 8.7 2.9 12.6 18.6 

株価収益率（倍） 31.8 17.9 132.0 10.1 7.0 

配当性向（％） 32.9 52.6 168.3 29.7 16.4 

従業員数（人） 433 471 494 498 522 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和48年３月 ソフトウェアの開発業務を目的として大阪市東区（現中央区）内本町橋詰町55番地に日本システ

ム技術株式会社を設立 

昭和52年７月 東京都港区に東京支社を開設 

昭和55年２月 本社を大阪市北区中之島三丁目２番18号に移転 

昭和57年９月 シンガポールにシステム開発会社 JAST TECHNIQUES PTE. LTD.を設立 

昭和62年４月 大阪・東京２本部体制実施 

平成３年２月 通商産業省（現 経済産業省）の「システムインテグレータ」企業に登録 

平成５年３月 本社を大阪市北区堂島浜二丁目２番28号に移転 

東京支社を東京都文京区に移転 

平成６年10月 学校事務支援統合システムパッケージソフト「ＧＡＫＵＥＮ」シリーズ発売開始 

平成８年６月 建築法令コンテンツの開発・販売会社 日本建築法令株式会社を子会社化し、経営権獲得 

平成９年３月 通商産業省（現 経済産業省）の「システムインテグレータ」企業に認定 

平成10年３月 大阪府吹田市に江坂事業所開設 

平成10年８月 大規模大学向け学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ（学務）」の

発売開始 

平成11年４月 アウトソーシングサービス開始 

平成12年２月 学校関係者間の情報ネットワークをＷｅｂ環境上で実現するパッケージソフト「ＵＮＩＶＥＲＳ

ＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」発売開始 

平成12年３月 JAST TECHNIQUES PTE. LTD.の持つタイのシステム開発会社 JASTEC（THAILAND）CO., LTD.の株

式を全株取得 

平成12年４月 大阪・東京２本部体制を廃止し事業部制を実施 

平成13年５月 社団法人情報サービス産業協会から「プライバシーマーク」付与企業に認定 

平成13年７月 大阪市淀川区に新大阪事業所開設 

平成13年11月 ジャスダック市場に上場 

平成14年３月 大規模大学向け学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ（法人）」の

発売開始 

平成15年２月 東京証券取引所市場第二部に上場 

平成15年４月 東京・大阪２本社体制実施 

東京本社を東京都港区に移転 

平成15年12月 通信事業部がＩＳＯ１４００１を取得 

平成16年３月 日本建築法令株式会社を解散 

平成16年４月 東京本社第一ソリューション事業部第一部がＩＳＭＳの認定を取得 

平成17年８月 大阪本社を大阪市北区中之島二丁目２番７号に移転し、新大阪事業所を統合 



３【事業の内容】 

 当社グループは当社及び連結子会社２社で構成されており、主として顧客の個別ニーズに基づいたシステムをオー

ダーメイド方式で受託開発するソフトウェア事業と、主として幅広い顧客のニーズを吸収したレディーメイドのソフ

トウェア製品の開発・販売を行うパッケージ事業を主な事業としております。 

 当社グループの事業の内容は次のとおりであります。 

 なお、次の事業区分は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報

の区分と同一であります。 

事業 内容 会社名 

ソフト

ウェア

事業 

ビジネスアプリケーショ

ン分野 

（事務処理系システム） 

・生産管理、物流管理、受発注管理等製造業向け

システム 

・店舗情報、仕入、出荷管理、バーチャルショッ

ピングモール、ショッピングマイレージサービ

ス等流通業、サービス業向けシステム 

・勘定系、情報系、国際業務等銀行向けシステム 

・株式売買、投資信託、ディーリング、インター

ネット証券取引等証券業向けシステム 

・契約管理、損保新積立等保険業向けシステム 

・電話料金、税収管理、住民情報、郵便貯金等公

共システム 

・入試、学籍、教務、就職情報Ｗｅｂサイト構築

等学校及び学生向けシステム 

・会計、人事、統合パッケージ（ＥＲＰ）導入サ

ポート、電子商取引（ＥＤＩ）システム等その

他事務処理システム 

当社 

JAST TECHNIQUES PTE. LTD. 

JASTEC(THAILAND) CO., LTD. 

エンジニアリング 

アプリケーション分野 

（通信・制御・技術系シ

ステム） 

・携帯電話・デジタルＡＶ機器組込みソフトウェ

ア、地上波デジタル放送、移動体通信、カーナ

ビゲーション、光ファイバー通信網等情報通信

関連システム 

・道路交通情報、道路交通管制、列車運行管理、

リニアモーターカー駆動制御等交通関連システ

ム 

・電力系統集中管理、発電所運転管理等電力関連

システム 

・自動倉庫制御、自動搬送機制御、自動包装値付

機制御等物流関連システム 

・自動車デザイン、ビル・橋梁等建設・建築設計

支援、構造解析、射出成型曲面加工等科学技術

系システム 

イベントアプリケーショ

ン分野 

（スポーツ・文化イベン

ト関連システム） 

・プロ野球公式記録（ＢＩＳ）、マラソン等競技

記録集計システム 

・陸上競技大会（国際陸上・国体等）、ゴルフト

ーナメント、身体障害者スポーツ競技会、バレ

エコンクール等競技大会運営システム 

・株主総会運営支援、来場者管理、会員管理、製

品キャンペーン等会議・イベント運営システム 

・電光掲示板、映像表示装置制御、ＬＡＮコーデ

ィネーション等競技場・会場内インフラ制御シ

ステム 

アウトソーシングサービ

ス 

・基幹システムの一括運営管理 

・コンピュータルームの運営、システム保守、コ

ールセンター運営等 

 

 



 当社グループの事業に関する各社の位置付け及び系統図は以下のとおりであります。 

事業 内容 会社名 

パッケ

ージ事

業 

戦略的大学経営システム ・大規模大学版ＥＲＰ「ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ」

シリーズの開発、販売、保守、導入支援及び関

連システムの受託開発等 

・学校事務支援統合システム「ＧＡＫＵＥＮ」シ

リーズの開発、販売、保守、導入支援及び関連

システムの受託開発等 

・大学向け統合型Ｗｅｂサービスシステム「ＵＮ

ＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」の開発、

販売、保守、導入支援及び関連システムの受託

開発等 

・学校業務のシステム化に関するコンサルテーシ

ョン、ＥＵＣ（End User Computing）支援、Ｂ

ＰＲ（Business Process Reengineering）支援 

当社 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．持分は100分の50以下でありますが、役員の出向及び役員の兼任により実質的に支配しているため、子会社

としたものであります。 

２．有価証券届出書及び有価証券報告書の提出会社はありません。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

  

千シンガポー

ルドル    

（連結子会社） 

JAST TECHNIQUES 

PTE. LTD. 

シンガポール

共和国 
460 

ソフトウェア事

業（ソフトウェ

アの開発・販

売） 

100.0 

当社社員が２名

出向。 

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

  千タイバーツ    

（連結子会社） 

JASTEC(THAILAND)  

CO., LTD.（注)１ 

タイ王国 

バンコク市 
3,000 

ソフトウェア事

業（ソフトウェ

アの開発・販

売） 

49.0 

当社社員が１名

出向。 

役員の兼任１名。



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社か

らの派遣社員を含み、常用パートは除く。）は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省

略しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属して

いるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は、平成18年３月期の実績値であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

２．従業員数は、就業人員数を表示しております。なお、臨時雇用者数（季節工、パートタイマー、人材会社か

らの派遣社員を含み、常用パートは除く。）は、その総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省

略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ソフトウェア事業  450 

パッケージ事業  63 

全社（共通）  30 

合計  543 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

522 31.3 8.2 5,432,896 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、当初、情報関連分野で在庫調整の動きが見られるなど、一部に若干の停

滞感が感じられ、また、原油価格の推移によっては、企業業績への影響について懸念される状況も発生いたしまし

たが、全般的には、企業収益の改善、設備投資の増加並びに個人所得の増加に伴う消費心理の向上等により、景気

の本格回復をうかがわせる状況が続きました。 

一方、情報サービス業界につきましては、経済産業省の特定サービス産業動態統計において、平成17年４月から

平成18年２月までの11ヵ月の内９ヵ月で売上高の対前年同月比がプラス値となり、マクロ指標では比較的堅調な経

過をたどりましたが、その反面、受注価格のデフレ状態が長期化していることに加え、技術者の不足により開発案

件の受注機会を失うといった現象も発生しており、これらが業界の構造的問題となりつつあるとの指摘もなされて

おります。  

このような状況下、当社及び連結子会社からなる企業集団（以下「当社グループ」といいます）の事業別業績と

しましては、まず総売上の90％近くを占めるソフトウェア事業におきましては、流通・サービス業及び製造業向け

案件が増収基調で推移いたしましたが、通信業及び金融業向け案件が軟調に推移し、売上高70億13百万円（前連結

会計年度比4.1％減）、営業利益8億90百万円（同6.6％減）となりました。また、パッケージ事業におきまして

は、大学向けパッケージ関連の個別受託開発案件が堅調に推移したため、売上高は9億4百万円（同3.3％増）とな

りましたが、大学向け次世代パッケージ群の製品開発のための先行投資がピークとなり、営業損失7億78百万円

（前連結会計年度の営業損失4億30百万円）となりました。  

これらにより、遺憾ながら当社グループ全体では、売上高は79億17百万円（前連結会計年度比3.3％減）の減

収、経常利益は1億25百万円（同74.9％減）の減益という結果となりました。しかしながら、昨年来、鋭意対応し

てまいりました結果、元社員の売上不正計上に係る過払いとなっていた法人税等が返還されることとなったため、

当期純利益は6億5百万円（同89.7％増）の増益となりました。  

（注）本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高及び資産の金額の合計額に占める割合がいずれも

90％超であるため、所在地別セグメントの業績は記載を省略しております。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」といいます）の状況は、期首の資金

残高9億44百万円に対し6億56百万円減少し、当連結会計年度末には2億88百万円となりました。 

 なお、各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は67百万円（前連結会計年度は41百万円の収入）となりました。これは当連結会計

年度における税金等調整前当期純利益が1億14百万円であったのに対し、法人税等の支払1億43百万円があったこと

等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は2億52百万円（前連結会計年度に比べ1億54百万円の支出増）となりました。これ

は主として、前連結会計年度においては投資有価証券の償還及び売却収入87百万円があったこと並びに当連結会計

年度における投資有価証券の取得に伴う支出1億円等の結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は3億40百万円（前連結会計年度は5億9百万円の収入）となりました。これは前連

結会計年度においては株式の発行による収入8億4百万円があったこと及び当連結会計年度における短期借入金の返

済に伴う支出2億48百万円等の結果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は売上原価によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前期比（％） 

ソフトウェア事業（千円） 5,499,217 95.6 

パッケージ事業（千円） 647,256 69.6 

合計（千円） 6,146,474 92.0 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％） 

ソフトウェア事業 6,397,448 87.1 1,367,868 68.9 

パッケージ事業 668,957 61.5 169,377 41.9 

合計 7,066,406 83.8 1,537,245 64.4 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前期比（％） 

ソフトウェア事業（千円） 7,013,463 95.9 

パッケージ事業（千円） 904,176 103.3 

合計（千円） 7,917,639 96.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 相手先 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

パナソニックＭＳＥ㈱ 1,079,114 13.2 パナソニックＭＳＥ㈱ 810,409 10.2 

日本アイ・ビー・エム㈱ 877,677 10.7 日本アイ・ビー・エム㈱ 758,940 9.6 

ドコモ・システムズ㈱ 796,582 9.7 富士通㈱ 602,795 7.6 



３【対処すべき課題】 

(1) 当社グループの現状の認識について 

 今後の経営環境につきましては、企業業績の改善が個人消費にも波及し、国内景気はここしばらく拡大基調をた

どるものと考えておりますが、情報サービス業界各社におきましては、産業界全般の情報化投資意欲が向上してい

るなか、前述の受注価格デフレ及び開発体制不足といった問題をいかに克服するかが、今後の業績拡大の大きな鍵

となるものと考えております。 

当社グループの事業の見通しとしましては、主力のソフトウェア事業では、概ね堅調な引合い状況が見込まれる

なか、プロジェクト管理の強化により、低価格の受注環境においても着実に高収益を獲得するとともに、協力会社

の開拓並びに業務提携の推進等により、開発体制不足に起因する機会損失の解消を図ります。また、パッケージ事

業では、製品開発投資を積極推進する一方、新製品のリリースも順次行い、業績の本格回復に向け、先行投資から

販売収益回収へと転換する基礎を築く年としたく考えております。 

(2) 当面の対処すべき課題の内容 

前述の現状認識を踏まえた、安定的成長を実現するための施策並びに課題として、下記を掲げております。 

① パッケージ事業の投資を継続し、製品力を充実・強化する。 

② プロジェクト管理、品質の強化により赤字プロジェクトをゼロとする。 

③ 人材育成・高品質・コスト意識を徹底追究する。 

④ 成果主義を重視し人事諸制度を改定する。 

⑤ 金融分野で長期大規模プロジェクトを推進する。 

⑥ ビジネスパートナーとの関係を強化し、開発組織の動員力増強を図る。 

⑦ 既存顧客の深耕を図る。 

⑧ 職場生活を通じて人生の素晴らしさ、楽しさ、面白さを追求する。 

(3) 対処方針及び具体的な取組み状況等 

 上記課題に関する対処方針及び取組み状況につきましては、主に以下のとおりとなっております。 

まず、パッケージ事業につきましては、大規模な製品開発投資の３ヵ年目を迎え、研究開発は継続するなかで順

次新製品のリリースも予定しており、先行投資から販売収益回収への転換による、平成20年３月期以降の業績Ｖ字

回復に向けた礎の年と位置付けております。 

 また、主力のソフトウェア事業におきましては、低価格の受注環境においても着実に高収益を獲得するべく、専

任部門の設置並びに新たな管理方法論の導入等の施策による赤字工事の撲滅に努めます。企業の投資意欲好転によ

り引合い物件が増加している一方、各社で開発要員は不足しているというジレンマも発生しておりますが、当社と

しましては、大規模開発のオファーにも迅速に対応できるよう、協力会社の新規開拓及びＭ＆Ａ等の戦術も視野に

入れた開発体制の確保に努め、機会損失の解消を図ります。 

 併せて、平成17年２月に発覚した元社員による売上不正事件の教訓を生かすべく、その後、強力な内部牽制が機

能する組織体制の構築及び業務プロセスの見直し等の対策を実行してまいりましたが、今後も、コンプライアンス

諸制度の充実並びに内部監査の強化等の施策により、引き続きコーポレート・ガバナンスの充実に努めます。 



４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

  

   当社グループへの主要顧客への依存度について 

 当社グループはソフトウェア事業およびパッケージ事業を主な事業としておりますが、下記のとおり上位販売先

の売上が占める割合は比較的高水準であります。従いまして、主要顧客からの受注動向により業績が大きく変動す

る可能性が考えられます。 

最近２年間における主要販売先 

平成17年３月期 平成18年３月期 

販売先名 
金額 
（千円） 

割合 
（％） 

販売先名 
金額 
（千円） 

割合 
（％） 

パナソニックＭＳＥ㈱ 1,079,114 13.2 パナソニックＭＳＥ㈱ 810,409 10.2 

日本アイ・ビー・エム㈱ 877,677 10.7 日本アイ・ビー・エム㈱ 758,940 9.6 

ドコモ・システムズ㈱ 796,582 9.7 富士通㈱ 602,795 7.6 

富士通㈱ 764,863 9.3 ㈱富士通関西システムズ 443,336 5.6 

㈱富士通アドバンストソリュー

ションズ 
425,921 5.2 ㈱ＮＴＴデータ三洋システム 410,391 5.2 

上記５社合計 3,944,159 48.2 上記５社合計 3,025,873 38.2 

その他合計 4,245,028 51.8 その他合計 4,891,766 61.8 

合計 8,189,187 100.0 合計 7,917,639 100.0 



５【経営上の重要な契約等】 

  該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度における研究開発活動は全て当社のパッケージ事業において行っており、統合パッケージの新製

品の研究開発を中心に8億42百万円の研究開発費が発生しております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

 当連結会計年度末における資産、負債及び資本の状況につきましては、当社グループの財政状態に重要な影響を

与える事象は発生しておらず、業績変動に見合った残高の増減範囲内での推移と考えております。なお、個別項目

毎の状況は次のとおりであります。 

（資産） 

 流動資産の残高は38億65百万円（前連結会計年度末比8.2％減）となりました。これは主として、平成16年９月

の新株式発行に伴う調達資金の使用等による現預金の残高減少によるものであります。また、固定資産の残高は17

億22百万円（同26.7％増）となりました。これは主として、繰延税金資産の増加及び投資有価証券の増加によるも

のであります。 

（負債） 

 流動負債の残高は13億8百万円（同30.8％減）となりました。これは、資金繰り状況の好転に伴う期末借入金残

高の減少等によるものであります。また、固定負債の残高は7億16百万円（同10.9％増）となりました。これは主

として、社員数拡大等による退職給付引当金の増加によるものであります。 

（資本） 

 資本の合計残高は35億36百万円（同17.5％増）となりました。これは主として増益による利益剰余金の増加によ

るものであります。なお、株主資本比率は前連結会計年度末より9.2ポイント増加し、63.3％となりました。 

(2) 経営成績 

 当連結会計年度における当社グループの事業別業績としましては、まず総売上の90％近くを占めるソフトウェア

事業におきましては、流通・サービス業及び製造業向け案件が増収基調で推移した反面、主力の通信業及び金融業

向け案件が軟調に推移し、売上高70億13百万円（前連結会計年度比4.1％減）、営業利益8億90百万円（同6.6％

減）となりました。また、パッケージ事業におきましては、大学向け次世代パッケージ群の製品開発のための先行

投資のピーク期となったため、売上高は9億4百万円（同3.3％増）の増収となったのに対し、営業損失7億78百万円

（前連結会計年度の営業損失4億30百万円）となりました。これらにより、遺憾ながら当社グループ全体では、売

上高は79億17百万円（前連結会計年度比3.3％減）の減収、経常利益は1億25百万円（同74.9％減）の減益という結

果となりました。しかしながら、昨年来、鋭意対応してまいりました結果、元社員の売上不正計上に係る過払いと

なっていた法人税等が返還されることとなったため、当期純利益は6億5百万円（同89.7％増）の増益となりまし

た。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループでは、急速な技術革新や販売競争の激化に対処し、顧客サービスを充実させるため、ソフトウェア事

業、パッケージ事業の両事業分野において、開発設備の増強並びに大阪本社の移転・拡張に伴う諸設備の更新を中心

に52,038千円の設備投資を実施しており、各事業セグメントにおける内容は以下のとおりとなっております。 

ソフトウェア事業におきましては、短納期、高品質、低価格のニーズに対応し、顧客との安定的かつ長期的な信頼

関係を構築し経営の安定を図るため、常に最新の開発機器（サーバーやパソコン、周辺機器等のハードウェア及び開

発用ソフトウェア）の導入並びに事業所の移転に伴う諸設備の更新を行っており、当連結会計年度に関しましては

29,650千円の設備投資を実施いたしました。 

パッケージ事業におきましては、主力の戦略的大学経営システムを核としたサービスの充実のための開発機器等の

導入並びに事業所の移転に伴う諸設備の更新を行っており、当連結会計年度に関しましては15,349千円の設備投資を

実施いたしました。 

また、特定の事業に直接係らない設備投資として、事業所の移転に伴う諸設備の更新等のため、7,038千円の設備

投資を実施いたしました。 

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

（注）設備投資金額には、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。 



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．大阪本社、東京本社及び江坂事業所については建物の一部を賃借しております。年間の賃借料は180,827千

円であります。 

２．収益マンションは、賃貸用不動産であります。 

３．帳簿価額の「その他」は、主に開発用コンピュータ等工具器具備品及びソフトウェアであります。なお、金

額には消費税等を含めておりません。 

４．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

(2）国内子会社 

該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数
（人）

建物及び構
築物 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

大阪本社 

(大阪市北区) 

特定の事業に属さ

ない 

事務所及び

事務処理機

器 

1,295 － 1,232 2,528 18 

大阪本社 

(大阪市北区) 

ソフトウェア事業

及びパッケージ事

業 

事務所及び

開発設備 
25,430 － 31,865 57,295 232 

東京本社 

(東京都港区) 

ソフトウェア事業

及びパッケージ事

業 

事務所及び

開発設備 
12,104 － 8,893 20,997 229 

江坂事業所 

(大阪府吹田市) 
ソフトウェア事業 

事務所及び

開発設備 
2,869 － 645 3,515 43 

研修施設兼社員寮

(大阪府枚方市) 

特定の事業に属さ

ない 

従業員福利

厚生施設 
73,589 

142,361 

(1,579.92)
557 216,508 － 

収益マンション

(兵庫県尼崎市) 

特定の事業に属さ

ない 

収益マンシ

ョン 
97,302 

64,929 

(294.60)
－ 162,231 － 

事業所名（所在地） 
事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

大阪本社 

(大阪市北区) 

ソフトウェア事業 

及びパッケージ事業 
事務機器 1,896 344 

東京本社 

(東京都港区) 

ソフトウェア事業 

及びパッケージ事業 
事務機器 733 1,466 



(3）在外子会社 

 （注）１．従業員数には、当社からの出向者(２名)を含んでおります。 

２．従業員数には、当社からの出向者(１名)を含んでおります。 

３．本社事務所は、建物の一部を賃借しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資計画については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりま

す。設備計画は原則的にグループ各社が個別に策定し、提出会社を中心に調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備投資計画（新設、改修）は、28,764千円であり、セグメントごと

の主な内訳は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）１．金額には消費税等を含みません。 

２．経常的な設備更新のための除・売却を除き、重要な設備の除・売却の計画はありません。 

(2）重要な改修 

 （注）金額には消費税等を含みません。 

  平成18年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業
員数 
（人）

建物及び
構築物 
（千円） 

土地 
（千円）
(面積㎡)

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

JAST  

TECHNIQUES  

PTE. LTD. 

（注）１ 

本社 

(シンガポール

共和国) 

ソフトウェア事

業 

事務所及び

開発設備 
－ － 0 0 12 

JASTEC 

(THAILAND) 

CO., LTD. 

（注）２ 

本社 

(タイ国 

バンコク市) 

ソフトウェア事

業 

事務所及び

開発設備 
－ － 4,640 4,640 9 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

日本システム技術㈱ 

（大阪本社） 

大阪市 

北区 

特定の事業

に属さない 
事務処理機器 900 － 自己資金  平成18年９月  平成19年３月 

作業効率

の向上 

日本システム技術㈱ 

（大阪本社） 

大阪市 

北区 

ソフトウェ

ア事業 
システム開発設備 1,800 － 自己資金  平成18年４月  平成18年４月 

システム

開発生産

力の向上 

日本システム技術㈱ 

（東京本社） 

東京都 

港区 

特定の事業

に属さない 
事務処理機器 1,800 － 自己資金  平成18年９月  平成19年３月 

作業効率

の向上  

日本システム技術㈱ 

（東京本社） 

東京都 

港区 

ソフトウェ

ア事業 

システム開発設備

及び事務所 
2,800 － 自己資金  平成18年６月  平成18年12月 

システム

開発生産

力の向上 

日本システム技術㈱ 

（江坂事業所） 

大阪府 

吹田市 

ソフトウェ

ア事業 
システム開発設備 1,214 － 自己資金  平成18年４月  平成18年４月 

システム

開発生産

力の向上 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調
達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

日本システム技術㈱ 

（研修施設兼社員寮） 

大阪府 

枚方市 

特定の事業

に属さない 

従業員福利厚生施

設 
20,000 － 自己資金  平成18年５月  平成18年５月 

施設維持

管理の向

上  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により 

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権及び新株予約権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

 当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権の付与（ストックオプション）を行っており、その状

況は以下のとおりであります。 

（平成13年２月28日臨時株主総会決議） 

 （注） 新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、「(7）ストックオプション制度の内

容」をご参照ください。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,103,230 5,103,230 
東京証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 5,103,230 5,103,230 － － 

 
事業年度末現在 

（平成18年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年５月31日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 111,500 111,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 641 641 

新株予約権の行使期間 
平成16年４月１日 

平成19年３月31日 

平成16年４月１日 

平成19年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  641 

資本組入額 321 

発行価格  641 

資本組入額 321 

新株予約権の行使の条件 （注） （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注） （注） 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１．株式分割 

500円額面株式１株を50円額面株式10株に分割 

 平成13年６月26日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、券面額変更（500円を50円に）のた

めの株式分割（分割比率１：10）を平成13年８月１日に実施いたしました。 

２．有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数     300,000株 

発行価格       883円 

資本組入額      340円 

払込金総額   264,900千円 

３．有償一般募集 

（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数     700,000株 

発行価格      1,212円 

資本組入額      575円 

払込金総額   804,300千円 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式121,828株は、「個人その他」に1,218単元及び「単元未満株式の状況」に28株を含めて記載しており

ます。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年８月１日 

（注）１ 
3,692,907 4,103,230 － 413,187 － 314,625 

平成13年11月６日 

（注）２ 
300,000 4,403,230 102,000 515,187 162,900 477,525 

平成16年９月３日 

（注）３ 
700,000 5,103,230 402,500 917,687 401,800 879,325 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 5 14 26 8 3 1,963 2,019 － 

所有株式数

（単元） 
― 2,400 212 6,668 3,835 4 37,910 51,029 330 

所有株式数の

割合（％） 
― 4.70 0.42 13.07 7.51 0.01 74.29 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は、自己株式121,828株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主から除いて

おります。 

２．タワー投資顧問株式会社から、平成17年４月11日付で提出された大量保有報告書により平成17年３月期現在

で277,100株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認

ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、タワー投資顧問株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

大量保有者   タワー投資顧問株式会社 

住所      東京都港区芝大門１丁目12番16号 

保有株券等の数 株式 277,100株 

株券等保有割合 5.43％ 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

平林 武昭 大阪府堺市 774,900 15.18 

日本システム技術従業員持株会 大阪市北区中之島２－２－７ 453,940 8.89 

平林 卓 大阪府堺市 427,220 8.37 

株式会社ジャスト 大阪市北区堂島浜２－２－28 409,100 8.01 

バンク オブ ニューヨーク ジー

シーエム クライアント アカウン

ツ イー アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東京 

 ＵＦＪ銀行） 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 291,900 5.71 

平林 真実 大阪府堺市 151,380 2.96 

有限会社日本ビジネスディベロップ

メント 
大阪府堺市浜寺昭和町５－633－４ 148,900 2.91 

竹田 和平 名古屋市天白区 120,000 2.35 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 91,200 1.78 

平林 参知代 大阪府堺市 85,100 1.66 

計 － 2,953,640 57.87 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式28株が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、当社所有の単元未満自己株式28株があります。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権の付与（ストックオプション）を行っております。 

 （注）１．当該ストックオプションに係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）被付与者は、権利行使時点においても、当社または当社の関係会社の取締役、監査役または従業員である

こと。 

(2）被付与者が死亡した場合、その相続人は本新株引受権を相続することはできず、したがって、新株引受権

は消滅する。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  121,800 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,981,100 49,811 同上 

単元未満株式 普通株式    330 － 同上 

発行済株式総数 5,103,230 － － 

総株主の議決権 － 49,811 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本システム技術

株式会社 

大阪市北区中之島

２－２－７ 
121,800 － 121,800 2.38 

計 － 121,800   121,800 2.38 

決議年月日 平成13年２月28日 

付与対象者の区分及び人数 
取締役５名 

従業員50名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 
取締役に対して25,000株 

従業員に対して119,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 641円 

新株予約権の行使期間 平成16年４月１日から平成19年３月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 



(3）新株引受権の全部または一部を他に譲渡、担保権の設定、遺贈その他の処分をすることはできない。 

(4）その他の細目については当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定め

るものとする。 

２．当社が、付与日以降、株式の分割または併合を行う場合には、発行価額は分割または併合の比率に応じて比

例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げます。 

 また、当社が、付与日以降、時価を下回る払込価額で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権の行使の場

合を除く。）する場合には、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げます。 

３．新株引受権の行使により発行する株式の資本組入額は、発行価額の２分の１とします。また、発行価額の調

整が行われた場合の資本組入額は、調整後の発行価額の２分の１とします。なお、計算の結果、１円未満の端

数が生じた場合は、その端数を切り上げた額とします。 

    
既発行株式数 ＋ 

新発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして認識しております。業績に応じた安定的な配当を

基本方針とし、配当性向の向上に配慮しつつ、各期の業績動向、財務状況及び各種環境を勘案して具体的方針を検討

しております。 

 当期につきましては、上記の方針及び第34期の業績等を考慮し、20円の配当を実施いたしました。今後も安定的な

配当を心がけるとともに、各期の経営成績の状況等を勘案して増配、株式分割等も検討していく所存であります。 

 また、留保利益につきましては、ますます激化する経営環境の変化に対応し、品質・生産性の更なる向上及び技術

力・開発力の強化のため、新製品の研究開発、開発設備の増強並びに事業提携の推進等に有効投資してまいりたいと

考えております。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成15年２月５日より東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会の公表のものであります。 

２．第31期の最高・最低株価のうち、※印は日本証券業協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 2,630 
1,490 ※ 

740 
1,550 1,850 1,200 

最低（円） 1,140 
520 ※ 

585 
680 505 635 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 960 920 1,050 1,200 1,110 895 

最低（円） 897 870 898 1,045 781 821 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社長 
 平林 武昭 昭和13年４月23日生 

昭和37年４月 石川島播磨重工業㈱入社 

昭和42年11月 日本ビジネスオートメーション㈱

（現東芝情報システム㈱）入社 

昭和48年３月 当社設立 

代表取締役社長就任 

昭和57年９月 JAST TECHNIQUES PTE. LTD.設立 

代表取締役会長就任（現任） 

平成４年７月 JASTEC (THAILAND) CO., LTD.設立 

代表取締役会長就任（現任） 

平成17年４月 当社代表取締役社長執行役員就任

（現任） 

774.9 

取締役 東京営業本部長 山本 修 昭和27年６月９日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成６年４月 当社東京システム本部長 

平成10年４月 当社東京本部長 

平成11年６月 当社取締役東京本部長就任 

平成12年４月 当社取締役東京業務管理室長就任 

平成14年４月 当社取締役業務管理部長就任 

平成15年４月 当社取締役東京地区担当 

営業推進室長兼務就任 

平成16年４月 当社取締役東京事業本部長、営業推

進室長及び関連事業室長兼務就任 

平成17年４月 当社取締役執行役員東京システム本

部長、関連事業室長兼務就任 

平成18年４月 当社取締役執行役員東京地区担当、

東京営業本部長兼務就任（現任） 

45.05 

取締役 経営企画室長 丸山 眞道 昭和27年１月30日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成11年４月 当社管理本部長 

平成12年６月 当社取締役管理部長就任 

平成13年４月 当社取締役経営企画室長就任 

平成15年４月 当社取締役本社担当 

経営企画室長兼務就任 

平成16年４月 当社取締役本社管理部門担当、経営

企画室長及び事業サポート部長兼務

就任 

平成17年４月 当社取締役執行役員事業サポート部

長、経営企画室長兼務就任 

平成18年４月 当社取締役執行役員本社管理部門担

当、経営企画室長兼務就任（現任） 

45.31 

取締役 
大阪システム管理

室長 
永緑 忠夫 昭和24年11月８日生 

昭和48年３月 当社入社 

平成元年10月 当社大阪本部長 

平成２年４月 当社経営企画室長 

平成２年６月 当社取締役経営企画室長就任 

平成12年４月 当社取締役経理部長就任 

平成15年４月 当社取締役大阪地区担当 

関連事業室長兼務就任 

平成16年４月 当社取締役大阪事業本部長就任 

平成17年４月 当社取締役執行役員大阪業務管理部

長就任 

平成18年４月 当社取締役執行役員大阪地区担当、

大阪システム管理室長兼務就任（現

任） 

53.4 

 



 （注）１．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。 

２．監査役宮艸万壽夫、小林則夫、三木康彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役  宮艸 万壽夫 大正15年２月６日生 

昭和25年10月 フタギ㈱(現イオン㈱)入社 

昭和61年３月 リフォームスタジオ㈱設立 

同社取締役就任 

平成３年５月 同社取締役会長就任 

平成５年５月 同社相談役就任 

平成11年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

3.8 

監査役  小林 則夫 昭和13年12月１日生 

昭和46年５月 高田嘉雄法律事務所入所 

昭和49年５月 小林則夫法律事務所設立所長就任

（現任） 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

2.8 

監査役  三木 康彦 昭和22年６月20日生 

昭和45年４月 岡沢完治事務所入所 

昭和48年２月 三木康彦税理士事務所設立 代表就

任（現任） 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

4.9 

    計 930.16 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 社団法人経済同友会の企業経営委員会では、コーポレート・ガバナンスについて、「企業の継続的な成長・発展

を目指して、より効率的で優れた経営が行われるよう、経営方針について意思決定するとともに、経営者の業務執

行を適切に監督・評価し、動機付けを行っていく仕組み。」と定義付けております。 

 またＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の”Principles of Corporate Governance”によると、「良きコーポレー

ト・ガバナンス制度は、企業が経営資源を効率的に活用し、その広範なる関係者及び地域社会の利害に対して配慮

することを保証し、取締役会が株主及び当該企業に対する説明責任を果たすことを確約する後ろ盾となるものであ

り、また同時に、企業が国内外の投資家の信頼を維持し、より長期安定的な資本提供を得るための助力となるもの

である。」とされております。 

 さらに、東京証券取引所の上場会社コーポレート・ガバナンス原則においては、「企業とステークホルダーの円

滑な関係の構築を通じて企業価値や雇用の創造、さらに健全な企業経営の維持を促すことが期待されている。」と

されております。 

 こうした根本精神を踏まえ、当社では、現在の経済環境に則したあるべき経営を目指して企業の統治を進めたい

と考え、買い手・売り手・出資者・世間がそれぞれwin-win（双方有益）の関係を築くべく、お客様、株主、社

員、社会の「四方良し」の理念を掲げ、それぞれの価値を最大化し、全体としての企業価値を高めることにより安

定的成長を実現させたいと考えております。今後も、必要な各方面のご意見を真摯に受け止めながら、当社を熟知

した役員が現状に果敢に挑戦しつつ、会社を変革し続けてまいる所存であります。 

(2) 経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

 当社では、各々の専門分野を有する監査役会メンバーが、取締役の職務の執行全般に対し多角的に監査すること

を狙いとして、監査役制度を採用しております。常勤監査役の宮艸万壽夫は、会社経営に携わった豊富な経験から

経営管理全般及び人事・労務に関わる部分について、また非常勤監査役の２名は、各々法務並びに会計・税務を始

めとした専門的見地からの各種助言、指摘等を行っております。 

内部監査につきましては、他部門から独立した組織である監査室がこれを実施しており、各部門の所管業務が法

令、定款及び社内諸規程に従い適切且つ有効に運営されているか否かを監査し、会社の財産の保全及び経営効率の

向上に資することを目的としております。また、必要に応じ、監査役会及び監査法人と監査情報を交換し、効果的

な内部監査の実施に努めております。 

証券取引法に基づく連結財務諸表等の会計監査につきましては、平成13年11月のジャスダック上場以前より継続

して監査法人トーマツに依頼しており、当連結会計期間につきましては、土田秋雄氏、吉村祥二郎氏の２名の業務

執行社員及び９名の実務担当者（公認会計士２名、会計士補７名）により監査が行われております。 

経営上の重要事項に関しましては、毎月１回以上開催され全取締役等が出席する経営会議において審議・検討す

るとともに、原則として経営会議と同日に取締役会を開催し、意思決定の迅速化を図ることとしております。監査

役は、経営会議及び取締役会にも出席し、独立性の高い立場からの意見表明を行うことにより、経営管理の健全化

を図っております。なお、平成18年４月より、経営会議は毎月２回開催を原則とし、経営判断の迅速化を図ってお

ります。 

リスク管理の状況としましては、万一の緊急事態の発生時には、リスク管理マニュアルに従い、事実確認・調査

から対策本部の設置並びに事態収拾に至る一連の手順についての迅速な遂行を図っております。 



当社のコーポレート・ガバナンス体制の概略模式図は、下記のとおりであります。 

(3) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又はその他の利害関係の概要 

 当社の監査役３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、社外監査役と当社グループ各社との間に

取引関係はありません。なお、当社の取締役には社外取締役は含まれておりません。 

(4) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

 将来導入が見込まれる内部統制監査への対応として、前連結会計年度の会計監査においても、従来どおり、内部

統制の整備状況及び運用状況に関する指摘等について通常の監査手続の一環として引き続き実施されております。

 また、平成17年３月より実行しております不正防止策の一環として、機密情報管理、決裁承認及び内部監査等に

関する諸手続の強化等の施策について引き続き取り組んでいるほか、平成18年４月には、当社の主要事業であるシ

ステム開発のプロジェクト管理を所管する機能の設置等を行っております。 

(5) 役員報酬及び監査報酬等の内容 

① 取締役４名に支払った報酬は、78百万円（使用人兼務取締役３名への使用人給与相当額38百万円を含む）であ

ります。なお、利益処分による役員賞与の支払はありません。 

② 監査役３名に支払った報酬は、3百万円であります。なお、利益処分による役員賞与の支払はありません。 

③ 当社の会計監査人である監査法人トーマツに対する報酬は、監査証明に係る報酬15百万円であります。なお、

商法特例法上の会計監査人の監査に対する報酬と証券取引法に基づく監査に対する報酬が明確に区分できないた

め、当報酬金額には全て、有価証券報告書及び半期報告書に係る監査報酬並びに商法計算書類（連結計算書類を

含む）が含まれております。 

(6) 関連当事者との関係に関する基本方針 

 平成18年３月31日現在、当社の従業員３名が当社の連結子会社２社に出向しております。人的側面では、今後も

出向形式による補強を継続する予定でありますが、その人数・方式等について大きな方針変更は計画しておりませ

ん。 

 また、子会社との取引につきましては従来から極めて少なく、平成18年３月期実績も子会社への売上高が2百万

円、子会社からの仕入が6百万円と僅少であります。また、取引条件の決定方法も当社グループ外の取引先と同様

に、顧客ニーズの充足度及び経済面等の側面から判断しており、こうした方針につきましても今後大きな変更の予

定はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」といいます。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項

のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」といいます。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日から

平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※２  1,391,320   807,800  

２．受取手形及び売掛金   2,069,108   2,037,547  

３．たな卸資産   347,035   327,680  

４．繰延税金資産   185,810   131,137  

５．未収還付法人税等   －   401,779  

６．その他   217,292   161,120  

貸倒引当金   △2,050   △1,984  

流動資産合計   4,208,517 75.6  3,865,081 69.2 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物 ※２ 412,462   301,940   

減価償却累計額  △300,188 112,273  △186,650 115,290  

(2）土地 ※２  142,361   142,361  

(3）その他  148,720   151,881   

減価償却累計額  △117,229 31,490  △114,206 37,674  

有形固定資産合計   286,126 5.1  295,326 5.3 

２．無形固定資産        

  ソフトウェア等   13,076   16,313  

無形固定資産合計   13,076 0.2  16,313 0.3 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   227,303   339,697  

(2）長期貸付金   6,194   5,094  

(3）繰延税金資産   441,053   591,518  

(4）差入保証金   114,631   195,268  

(5）その他 ※1,2  341,960   329,718  

貸倒引当金   △70,503   △49,961  

投資その他の資産合計   1,060,639 19.1  1,411,336 25.2 

固定資産合計   1,359,842 24.4  1,722,976 30.8 

資産合計   5,568,360 100.0  5,588,057 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   465,057   389,034  

２．短期借入金 ※２  528,879   281,754  

３．未払法人税等   148,216   11,893  

４．賞与引当金   371,745   319,788  

５．その他   375,871   305,698  

流動負債合計   1,889,771 33.9  1,308,169 23.4 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   541,606   600,514  

２．役員退職慰労引当金   102,207   113,597  

３．その他   2,190   2,460  

固定負債合計   646,004 11.6  716,572 12.8 

負債合計   2,535,775 45.5  2,024,742 36.2 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   23,330 0.4  26,531 0.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※3,4  917,687 16.5  917,687 16.4 

Ⅱ 資本剰余金 ※３  879,325 15.8  879,325 15.7 

Ⅲ 利益剰余金   1,348,267 24.2  1,849,708 33.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  6,683 0.1  13,689 0.3 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △10,586 △0.2  △6,494 △0.1 

Ⅵ 自己株式 ※５  △132,123 △2.3  △117,131 △2.1 

資本合計   3,009,254 54.1  3,536,784 63.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  5,568,360 100.0  5,588,057 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   8,189,187 100.0  7,917,639 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２  6,680,207 81.6  6,146,474 77.6 

売上総利益   1,508,980 18.4  1,771,165 22.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  986,416 12.0  1,659,533 21.0 

営業利益   522,564 6.4  111,631 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  692   832   

２．受取配当金  3,222   1,529   

３．賃貸収入  12,866   13,615   

４．受取手数料  2,564   2,404   

５．その他  5,288 24,633 0.3 12,543 30,925 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  10,113   5,514   

２．賃貸費用  8,837   8,706   

３．新株発行費 ※３ 19,655   －   

４．支払手数料   －   1,941   

５．その他  6,566 45,172 0.6 439 16,601 0.2 

経常利益   502,025 6.1  125,955 1.6 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入額  2,542   1,166   

２．投資有価証券売却益  16,944   －   

３．固定資産売却益  364   －   

４．役員退職慰労引当金戻
入額 

 43,308 63,159 0.8 － 1,166 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損  419   12,631   

２．貸倒引当金繰入額  2,089 2,508 0.0 － 12,631 0.2 

税金等調整前当期純利
益 

  562,676 6.9  114,489 1.4 

法人税、住民税及び事
業税 

 294,933   7,460   

法人税等還付税額  －   △401,779   

法人税等調整額  △55,914 239,018 2.9 △100,579 △494,898 △6.3 

少数株主利益   4,312 0.1  3,639 0.0 

当期純利益   319,344 3.9  605,748 7.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   477,525  879,325 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

  増資による新株の発行  401,800 401,800 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   879,325  879,325 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   1,121,420  1,348,267 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  319,344 319,344 605,748 605,748 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．自己株式処分差損  1,312  4,992  

２．配当金  76,712  99,316  

３．役員賞与  14,473 92,497 － 104,308 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   1,348,267  1,849,708 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利
益 

 562,676 114,489 

減価償却費  29,902 30,184 

ソフトウェア償却費  2,641 2,418 

賞与引当金の増減
（△）額 

 64,210 △51,957 

退職給付引当金の増加
額 

 57,557 58,908 

受取利息及び受取配当
金 

 △3,914 △2,362 

支払利息  10,113 5,514 

役員賞与の支払額  △14,473 － 

売上債権の減少額  58,505 33,707 

たな卸資産の増（△）
減額 

 △109,789 20,158 

仕入債務の減少額  △167,778 △76,585 

その他  95,623 △54,986 

小計  585,274 79,489 

利息及び配当金の受取
額 

 3,858 2,395 

利息の支払額  △9,081 △5,045 

法人税等の支払額  △538,394 △143,918 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 41,657 △67,078 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の増加額  △50,063 △72,604 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △7,944 △46,407 

ソフトウェアの取得に
よる支出 

 △5,655 △5,630 

有価証券の償還による
収入 

 30,000 － 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △95,649 △100,599 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 57,004 － 

保証金の差入による支
出 

 △21,735 △81,751 

保証金の戻入による収
入 

 3,507 67,097 

その他  △7,037 △12,261 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △97,573 △252,157 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の減少額  △199,328 △248,521 

株式の発行による収入  804,300 － 

株式の発行に伴う支出  △19,655 － 

自己株式処分による収
入 

 2,532 9,999 

配当金の支払額  △76,712 △99,316 

少数株主への配当金の
支払額 

 △1,970 △2,283 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 509,165 △340,122 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △462 3,233 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減（△）額 

 452,786 △656,124 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 492,028 944,815 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 944,815 288,690 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数   ２社 

連結子会社の名称 

JAST TECHNIQUES PTE. LTD. 

JASTEC (THAILAND) CO., LTD. 

同左 

  

  

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用対象会社はありません。 同左 

  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は平成16年12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成17年１月１日から連結

決算日平成17年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 連結子会社の決算日は平成17年12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同

決算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成18年１月１日から連結

決算日平成18年３月31日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

イ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

イ．重要な資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

 

 (2）たな卸資産 

① 商品 

 個別法による原価法を採用して

おります。 

(2）たな卸資産 

同左 

 ② 製品 

 総平均法による原価法を採用し

ております。 

 

 ③ 仕掛品 

 主として個別法による原価法を

採用しております。 

 

 ④ 貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しており

ます。 

 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ロ．重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 当社は定率法を採用し、在外連結

子会社は当該国の会計基準の規定に

基づく定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

ロ．重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 建 物       10年～35年 

その他       ４年～10年 

  

  

 (2）無形固定資産 

 当社は定額法を採用し、在外連結

子会社は当該国の会計基準の規定に

基づく定額法を採用しております。 

 なお、その他（自社利用のソフト

ウェア）については、社内における

利用可能期間（３～５年）に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

 (3）投資その他の資産(その他) 

 定率法を採用しております。 

 なお、その他（賃貸用不動産）の

耐用年数は47年であります。 

(3）投資その他の資産(その他) 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ．重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

ハ．重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 当社は従業員の賞与の支給に充て

るため、支給見込額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理す

ることにしています。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 なお、当連結会計年度におきまし

ては取締役の当期末要支給額の30％

の役員退職慰労引当金を自主返上

し、特別利益に計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支出に

充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  

 ニ．重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

ニ．重要なリース取引の処理方法 

同左 

 ホ．その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

ホ．その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

同左 

  

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び預入期

間が３ヵ月以内の定期預金からなってお

ります。 

同左 

８．過年度の連結財務諸表の

訂正 

 当社のパッケージ事業において、一部

の元社員による不正売上計上があったた

め、過年度の売上高等に関して証券取引

法第24条の２第１項の規定に基づき過年

度の連結財務諸表を訂正しております。

なお、当社の商法連結計算書類について

は過年度訂正分1,194,886千円を過年度損

益修正損として当期に一括処理をしてお

ります。 

─────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  「支払手数料」については、前連結会計年度まで営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度における「支払手数料」の金額は

1,855千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

※１ 投資その他の資産(その他)の減価償却累計額は、

150,597千円であります。 

※１ 投資その他の資産(その他)の減価償却累計額は、

155,717千円であります。 

※２ 担保に供している資産と担保付債務は、次のとお

りであります。 

※２ 担保に供している資産と担保付債務は、次のとお

りであります。 

現金及び預金（定期預金） 19,207千円

建物及び構築物 78,945千円

土地 142,361千円

投資その他の資産（その他） 167,351千円

計 407,865千円

現金及び預金（定期預金）       19,210千円

建物及び構築物       73,589千円

土地        142,361千円

投資その他の資産（その他）        162,231千円

計        397,393千円

担保付債務 担保付債務 

短期借入金 276,045千円 短期借入金      170,954千円

※３ 資本金及び資本準備金 

当連結会計期間における資本金及び資本準備金の増

加の内容は次のとおりであります。 

(1）発行形態 

有償一般募集（ブックビルディング方式による募

集） 

(2）発行株式数 

(3）発行価額 

(4）資本組入額 

(5）発行価格 

（注） 発行価格と発行価額の差額が引受人の手数

料となり、当社は引受人に対して手数料を支払って

おりません。 

 700,000株 

１株につき 1,149円 

１株につき 575円 

１株につき 1,212円 

 ※３ 資本金及び資本準備金 

 ────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

    

    

    

※４ 当社の発行済株式総数は、普通株式5,103,230株で

あります。 

※４          同左 

  

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式137,428株であります。 

※５ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式121,828株であります。 

 ６ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

 ６ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 800,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 700,000千円

貸出コミットメントの総額        700,000千円

借入実行残高        100,000千円

差引額        600,000千円



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

賃金給料及び諸手当 351,033千円

賞与引当金繰入額 48,736千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,993千円

退職給付費用 26,287千円

研究開発費 161,170千円

賃金給料及び諸手当        345,326千円

賞与引当金繰入額       43,572千円

役員退職慰労引当金繰入額       11,390千円

退職給付費用       24,860千円

研究開発費        842,031千円

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
161,170千円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
       842,031千円

※３ 新株発行費 

発生時に全額費用として処理しております。 

※３ 新株発行費 

────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,391,320千円

預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金 
△446,505千円

現金及び現金同等物 944,815千円

現金及び預金勘定        807,800千円

預入期間が３ヵ月を超える 

定期預金 
△519,109千円

現金及び現金同等物        288,690千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産
その他（工
具、器具及び
備品） 

14,706 9,694 5,011 

合計 14,706 9,694 5,011 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

有形固定資産
その他（工
具、器具及び
備品） 

11,586 9,775 1,810 

合計 11,586 9,775 1,810 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっております。 

 （注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,941千円

１年超 2,070千円

合計 5,011千円

１年内      1,077千円

１年超      733千円

合計      1,810千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,941千円

減価償却費相当額 2,941千円

支払リース料      2,629千円

減価償却費相当額      2,629千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 24,051 30,813 6,761 

債券 95,000 99,490 4,490 

小計 119,051 130,303 11,251 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計  119,051 130,303 11,251 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

57,004 16,944 － 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 77,000 

新株予約権付社債 20,000 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券     

新株予約権付社債 － 20,000 － － 

合計 － 20,000 － － 



Ⅱ 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 24,651 44,697 20,045 

債券 195,000 198,000 3,000 

小計 219,651 242,697 23,045 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合計  219,651 242,697 23,045 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

－ － － 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 93,000 

新株予約権付社債 4,000 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券     

新株予約権付社債 － 4,000 － － 

合計 － 4,000 － － 



（デリバティブ取引関係） 

 当社グループは、前連結会計年度及び当連結連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を利用してい

ないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度

を設けており、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。また、当社は全国情報サービス産

業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基

金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制

度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金

拠出割合(給与総額)に基づく期末の年金資産残高は

1,051,777千円であります。 

 なお、連結子会社２社は、退職金制度を導入しており

ません。 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度

を設けており、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。また、当社は全国情報サービス産

業厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基

金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制

度であります。同基金の年金資産残高のうち当社の掛金

拠出割合(給与総額)に基づく期末の年金資産残高は

1,445,306千円であります。 

 なお、連結子会社２社は、退職金制度を導入しており

ません。 

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

イ．退職給付債務（千円） △1,650,691 △1,745,086 

ロ．年金資産（千円） 960,825 1,239,843 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（千円） △689,865 △505,243 

ニ．未認識数理計算上の差異（千円） 148,258 △95,271 

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）（千円） △541,606 △600,514 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．勤務費用（千円） 156,628 165,115 

ロ．利息費用（千円） 38,822 41,267 

ハ．期待運用収益（千円） △20,962 △24,020 

ニ．数理計算上の差異費用処理額（千円） 47,448 30,541 

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 

（千円） 
221,936 212,903 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率（％） 2.5 2.5 

ハ．期待運用収益率（％） 2.5 2.5 

ニ．数理計算上の差異の処理年数 10年（発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数に

よる定率法により、翌連結会計

年度から費用処理することとし

ております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な差異原因 

   （単位：千円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

①流動の部 

繰延税金資産 

賞与引当金 

未払事業税 

その他 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収事業税 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

②固定の部 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 

退職給付引当金 

貸倒引当金 

ソフトウェア 

賃貸用土地評価損 

売上訂正による差額 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

 

 

150,928

13,268

21,613

185,810

 

－

－

185,810

 

 

41,496

219,892

28,624

119,926

23,015

508,125

12,667

953,747

△508,125

445,622

 

△4,568

△4,568

441,053

  

 

129,834

3,418

46,782

180,035

 

△48,898

△48,898

131,137

 

 

46,120

243,809

20,284

70,247

23,015

208,257

12,155

623,890

△23,015

600,874

 

△9,356

△9,356

591,518

   （単位：％）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

①法定実効税率 

(調整) 

交際費等永久差異項目 

住民税均等割 

評価性引当額の減少 

法人税等還付税額 

その他 

②税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.6

 

0.9

0.9

－

－

0.1

42.5

 40.6

 

2.2

4.8

△423.7

△59.0

2.8

△432.3



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品は次のとおりであります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、次のとおりです。 

４．減価償却費及び資本的支出にはソフトウェア及び同費用に係る償却額が含まれております。 

また、賃貸用不動産に係る減価償却費及び資本的支出は、全社の欄に記載しております。 

 
ソフトウェア
事業 
（千円） 

パッケージ 
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

１．外部顧客に対する売上高 7,314,288 874,899 8,189,187 － 8,189,187 

２．セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 7,314,288 874,899 8,189,187 － 8,189,187 

営業費用 6,360,998 1,305,624 7,666,623 － 7,666,623 

営業利益又は営業損失（△） 953,289 △430,725 522,564 － 522,564 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 4,227,819 685,380 4,913,199 655,160 5,568,360 

減価償却費 10,275 3,500 13,776 18,767 32,544 

資本的支出 4,985 7,009 11,995 1,604 13,599 

事業区分 主要製品 

ソフトウェア事業 ①ビジネスアプリケーション分野 

生産管理、販売管理、会計、統合ＯＡ、金融、証券、物流等のシステム開発 

②エンジニアリングアプリケーション分野 

移動体通信、自動車設計、構造解析、自動倉庫等のシステム開発 

③イベントアプリケーション分野 

スポーツ競技記録計測、プロ野球公式記録集計(ＢＩＳ)、スタジアム内映像表

示装置制御等のシステム開発 

④アウトソーシングサービス 

コンピュータルームの運営、基幹システムの一括運営管理及びシステム保守等

のサービス 

パッケージ事業 ①大規模大学版ＥＲＰ「ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ」シリーズ、学校事務支援統合

システム「ＧＡＫＵＥＮ」シリーズ、大学向け統合型Ｗｅｂサービスシステ

ム「ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」の開発、販売 

 
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 
655,160 

有価証券、投資有価証券、賃貸用不動産及び管

理部門に係る資産、その他投資等 



当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品は次のとおりであります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、次のとおりです。 

４．減価償却費及び資本的支出にはソフトウェア及び同費用に係る償却額が含まれております。 

また、賃貸用不動産に係る減価償却費及び資本的支出は、全社の欄に記載しております。 

 
ソフトウェア
事業 
（千円） 

パッケージ 
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

１．外部顧客に対する売上高 7,013,463 904,176 7,917,639 － 7,917,639 

２．セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 7,013,463 904,176 7,917,639 － 7,917,639 

営業費用 6,123,083 1,682,924 7,806,008 － 7,806,008 

営業利益又は営業損失（△） 890,379 △778,747 111,631 － 111,631 

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 4,026,911 601,387 4,628,298 959,758 5,588,057 

減価償却費 11,926 4,972 16,899 15,703 32,603 

資本的支出 29,650 15,349 44,999 7,038 52,038 

事業区分 主要製品 

ソフトウェア事業 ①ビジネスアプリケーション分野 

生産管理、販売管理、会計、統合ＯＡ、金融、証券、物流等のシステム開発 

②エンジニアリングアプリケーション分野 

移動体通信、自動車設計、構造解析、自動倉庫等のシステム開発 

③イベントアプリケーション分野 

スポーツ競技記録計測、プロ野球公式記録集計(ＢＩＳ)、スタジアム内映像表

示装置制御等のシステム開発 

④アウトソーシングサービス 

コンピュータルームの運営、基幹システムの一括運営管理及びシステム保守等

のサービス 

パッケージ事業 ①大規模大学版ＥＲＰ「ＲＥＶＯＬＵＴＩＯＮ」シリーズ、学校事務支援統合

システム「ＧＡＫＵＥＮ」シリーズ、大学向け統合型Ｗｅｂサービスシステ

ム「ＵＮＩＶＥＲＳＡＬ ＰＡＳＳＰＯＲＴ」の開発、販売 

 
当連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に含めた

全社資産の金額 
959,758 

投資有価証券、賃貸用不動産及び管理部門に係

る資産、その他投資等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当連結会計年度（自平成17年４月１日 至

平成18年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 605円99銭 

１株当たり当期純利益金額 68円41銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
67円52銭 

１株当たり純資産額    709円67銭 

１株当たり当期純利益金額   121円58銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
  120円80銭 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 319,344 605,748 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 1,650 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (－) (1,650) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 319,344 604,098 

期中平均株式数（株） 4,667,810 4,968,718 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 61,616 32,194 

（うち新株予約権（株）） (61,616) (32,194) 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 530,873 287,748 1.430 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く) － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

小計 530,873 287,748 － － 

内部取引の消去 △1,993 △5,993 － － 

合計 528,879 281,754 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第33期 

（平成17年３月31日現在） 
第34期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  1,352,292   760,814  

２．受取手形   7,816   19,669  

３．売掛金   2,052,261   2,009,326  

４．商品   14,087   5,791  

５．製品   18,070   17,841  

６．仕掛品   304,135   290,201  

７．貯蔵品   3,626   4,726  

８．前払費用   83,997   86,944  

９．繰延税金資産   191,165   136,814  

10．未収還付法人税等   －   401,779  

11．保証金   65,730   －  

12．その他   67,146   74,020  

貸倒引当金   △12,959   △13,057  

流動資産合計   4,147,370 75.2  3,794,870 68.6 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 411,511   300,989   

減価償却累計額  △299,285 112,226  △185,747 115,242  

(2）構築物 ※１ 950   950   

減価償却累計額  △903 47  △903 47  

(3）工具、器具及び備品  137,178   139,480   

減価償却累計額  △111,387 25,791  △106,180 33,299  

(4）土地 ※１  142,361   142,361  

有形固定資産合計   280,426 5.1  290,951 5.2 

２．無形固定資産        

(1）ソフトウェア   6,615   9,894  

(2）電話加入権   6,180   6,180  

無形固定資産合計   12,795 0.2  16,074 0.3 

 



  
第33期 

（平成17年３月31日現在） 
第34期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券   227,303   339,697  

(2）関係会社株式   17,367   17,367  

(3）長期貸付金   6,194   5,094  

(4）関係会社長期貸付金   1,993   5,993  

(5）長期前払費用   1,083   －  

(6）繰延税金資産   442,545   598,200  

(7）差入保証金   112,446   192,745  

(8）賃貸用不動産 ※１ 317,949   317,949   

減価償却累計額  △150,597 167,351  △155,717 162,231  

(9）会員権   65,246   45,804  

(10）保険積立金   107,446   120,807  

(11）その他   1,996   2,061  

貸倒引当金   △74,176   △57,698  

投資その他の資産合計   1,076,798 19.5  1,432,305 25.9 

固定資産合計   1,370,019 24.8  1,739,331 31.4 

資産合計   5,517,390 100.0  5,534,202 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   459,437   381,084  

２．短期借入金 ※１  516,800   263,600  

３．未払金   77,761   38,798  

４．未払費用   121,496   124,893  

５．未払法人税等   146,591   11,186  

６．未払消費税等   66,412   69,951  

７．前受金   92,706   55,470  

８．賞与引当金   371,745   319,788  

９．その他   12,937   14,575  

流動負債合計   1,865,889 33.8  1,279,347 23.1 

 



  
第33期 

（平成17年３月31日現在） 
第34期 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   541,606   600,514  

２．役員退職慰労引当金   102,207   113,597  

３．債務保証損失引当金   －   8,721  

４．その他   2,190   2,460  

固定負債合計   646,004 11.7  725,293 13.1 

負債合計   2,511,893 45.5  2,004,641 36.2 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※2,3  917,687 16.6  917,687 16.6 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金 ※２  879,325   879,325  

資本剰余金合計   879,325 16.0  879,325 15.9 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金   32,665   32,665  

２．任意積立金        

(1）プログラム準備金  2,007   －   

(2）別途積立金  2,173,000 2,175,007  1,200,000 1,200,000  

３．当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

  △873,749   603,324  

利益剰余金合計   1,333,922 24.2  1,835,989 33.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  6,683 0.1  13,689 0.2 

Ⅴ 自己株式 ※４  △132,123 △2.4  △117,131 △2.1 

資本合計   3,005,496 54.5  3,529,560 63.8 

負債資本合計   5,517,390 100.0  5,534,202 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   8,049,619 100.0  7,803,655 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  16,756   18,070   

２．商品期首たな卸高  3,015   14,087   

３．当期製品製造原価 ※２ 6,488,129   5,983,926   

４．当期商品仕入高  122,988   87,856   

合計  6,630,890   6,103,941   

５．製品期末たな卸高  21,897   17,841   

６．商品期末たな卸高  14,087 6,594,906 81.9 5,791 6,080,308 77.9 

売上総利益   1,454,713 18.1  1,723,346 22.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  940,383 11.7  1,611,577 20.7 

営業利益   514,330 6.4  111,769 1.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  570   492   

２．受取配当金  5,114   3,723   

３．賃貸収入  12,866   13,615   

４．受取手数料  2,564   2,404   

５．その他  6,435 27,551 0.3 11,730 31,966 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  9,436   4,512   

２．賃貸費用  8,837   8,706   

３．新株発行費 ※３ 19,655   －   

４．支払手数料   －   1,941   

５．その他  6,510 44,440 0.5 224 15,384 0.2 

経常利益   497,441 6.2  128,351 1.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  16,944   －   

２．役員退職慰労引当金戻
入額 

 43,308   －   

３．貸倒引当金戻入額  2,545 62,798 0.8 1,100 1,100 0.0 

        
 



  
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※４ 414   12,631   

２．貸倒引当金繰入額 ※５ 14,443   4,064   

３．債務保証損失引当金繰
入額 

 － 14,857 0.2 8,721 25,418 0.3 

税引前当期純利益   545,381 6.8  104,033 1.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 292,352   5,530   

法人税等還付税額  －   △401,779   

法人税等調整額  △61,778 230,574 2.9 △106,092 △502,341 △6.5 

当期純利益   314,807 3.9  606,374 7.8 

前期繰越利益又は 
前期繰越損失(△) 

  △1,187,244   1,941  

自己株式処分差損   1,312   4,992  

当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

  △873,749   603,324  

        



製造原価明細書 

 （注）※１．主な内訳は次のとおりであります。 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  3,212,372 47.6 3,121,933 45.8 

Ⅱ 経費 ※１ 3,529,872 52.4 3,690,091 54.2 

当期総製造費用  6,742,245 100.0 6,812,024 100.0 

期首仕掛品たな卸高  211,190  304,135  

合計  6,953,435  7,116,160  

期末仕掛品たな卸高  304,135  290,201  

他勘定振替高 ※２ 161,170  842,031  

当期製品製造原価  6,488,129  5,983,926  

 原価計算の方法 原価計算の方法 

  原価計算の方法は、実際原価に基
づく個別原価法であります。 

同左 

項目 第33期 第34期 

外注加工費（千円） 3,074,397 3,266,311 

賃借料（千円） 211,796 170,585 

項目 第33期 第34期 

研究開発費（千円） 161,170 842,031 

合計（千円） 161,170 842,031 



③【利益処分計算書】 

 （注） プログラム準備金の取崩は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  
第33期 

株主総会承認日 
（平成17年６月24日） 

第34期 
株主総会承認日 

（平成18年６月23日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益又は 
当期未処理損失(△) 

  △873,749  603,324 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．任意積立金取崩高  973,000   －   

２．プログラム準備金取崩
額 

 2,007 975,007 － － 

    101,257  603,324 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  99,316  99,628  

２．役員賞与金  －  1,650  

(うち監査役分)  (－)  (1,650)  

３．任意積立金      

別途積立金  － 99,316 500,000 601,278 

Ⅳ 次期繰越利益   1,941  2,046 

      



重要な会計方針 

項目 
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

①時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

同左 

 ②時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1）商品 

同左 

 (2）製品 

 総平均法による原価法を採用してお

ります。 

(2）製品 

同左 

 (3）仕掛品 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(3）仕掛品 

同左 

 (4）貯蔵品 

 最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(4）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物        10年～35年 

工具、器具及び備品 ４年～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）ソフトウェア 

 見込利用可能期間（３～５年）によ

る定額法を採用しております。 

(2）ソフトウェア 

同左 

 (3）賃貸用不動産 

 定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりです。 

賃貸用不動産       47年 

(3）賃貸用不動産 

同左 

 



項目 
第33期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定

率法によりそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することにしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 なお、当事業年度におきましては取

締役の当期末要支給額の30％の役員退

職慰労引当金を自主返上し、特別利益

に計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

  

 (5）債務保証損失引当金 

 ────── 

  

(5）債務保証損失引当金 

 関係会社への債務保証に係る損失に

備えるため、被保証会社の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。 

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

７．過年度の財務諸表の訂正  当社のパッケージ事業において、一部

の元社員による不正売上計上があったた

め、過年度の売上高等に関して証券取引

法第24条の２第１項の規定に基づき過年

度の財務諸表を訂正しております。な

お、当社の商法計算書類については過年

度訂正分1,194,886千円を過年度損益修正

損として当期に一括処理をしておりま

す。 

────── 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。  

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  「支払手数料」については、前期まで営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当期において営業

外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前期における「支払手数料」の金額は1,855千円

であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第33期 
（平成17年３月31日） 

第34期 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 78,897千円

構築物 47千円

土地 142,361千円

賃貸用不動産 167,351千円

計 388,658千円

建物       73,541千円

構築物   47千円

土地        142,361千円

賃貸用不動産        162,231千円

計        378,182千円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 264,000千円 短期借入金 152,800千円

 上記以外に関係会社であるJAST TECHNIQUES  

PTE. LTD.の当座貸越契約260千シンガポールドル

に対して、定期預金19,207千円を担保（質権）と

して提供しております。 

 上記以外に関係会社であるJAST TECHNIQUES  

PTE. LTD.の当座貸越契約260千シンガポールドル

に対して、定期預金19,210千円を担保（質権）と

して提供しております。 

※２ 資本金及び資本準備金 

当事業年度における資本金及び資本準備金の増加の

内容は次のとおりであります。 

(1）発行形態 

有償一般募集（ブックビルディング方式による募

集） 

(2）発行株式数 

(3）発行価額 

(4）資本組入額 

(5）発行価格 

（注） 発行価格と発行価額の差額が引受人の手数料と

なり、当社は引受人に対して手数料を支払ってお

りません。 

 700,000株 

１株につき 1,149円 

１株につき 575円 

１株につき 1,212円 

 ※２ 資本金及び資本準備金 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

   

    

    

    

※３ 授権株式数及び発行済株式総数 ※３ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 16,000,000株

発行済株式総数 普通株式 5,103,230株

 同左 

※４ 自己株式 

 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

137,428株であります。 

※４ 自己株式 

 当社の保有する自己株式の数は、普通株式

121,828株であります。 

 ５ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が6,683千

円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

 ５ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が13,689

千円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

 



第33期 
（平成17年３月31日） 

第34期 
（平成18年３月31日） 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 800,000千円

借入実行残高 100,000千円

差引額 700,000千円

貸出コミットメントの総額        700,000千円

借入実行残高        100,000千円

差引額        600,000千円



（損益計算書関係） 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は20％、一

般管理費に属する費用の割合は80％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は14％、一

般管理費に属する費用の割合は86％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 42,121千円

賃金給料及び諸手当 334,207千円

賞与引当金繰入額 48,736千円

退職給付費用 26,287千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,993千円

減価償却費 12,585千円

研究開発費 161,170千円

賃借料 49,169千円

役員報酬       44,171千円

賃金給料及び諸手当        327,562千円

賞与引当金繰入額       43,572千円

退職給付費用       24,860千円

役員退職慰労引当金繰入額       11,390千円

減価償却費       10,716千円

研究開発費        842,031千円

賃借料       41,685千円

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
161,170千円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
       842,031千円

※３ 新株発行費 

発生時に全額費用として処理しております。 

※３ 新株発行費 

────── 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 414千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 11,293千円

工具、器具及び備品    1,338千円

計        12,631千円

※５ 貸倒引当金繰入額は、ゴルフ会員権(2,089千円)、

関係会社への売掛金(10,907千円) 及び関係会社への

長期貸付金(1,446千円)に対するものであります。 

※５ 貸倒引当金繰入額は、関係会社への長期貸付金

(4,000千円)及び関係会社への長期未収入金(64千円)

に対するものであります。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

  前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第33期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第34期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

14,706 9,694 5,011 

合計 14,706 9,694 5,011 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

11,586 9,775 1,810 

合計 11,586 9,775 1,810 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっております。 

 （注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,941千円

１年超 2,070千円

合計 5,011千円

１年内      1,077千円

１年超      733千円

合計      1,810千円

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,941千円

減価償却費相当額 2,941千円

支払リース料      2,629千円

減価償却費相当額      2,629千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との主要な差異原因 

   （単位：千円）

 
第33期 

（平成17年３月31日現在） 
 

第34期 
（平成18年３月31日現在） 

①流動の部 

繰延税金資産 

賞与引当金 

未払事業税 

その他 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収事業税 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

②固定の部 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 

退職給付引当金 

貸倒引当金 

ソフトウェア 

賃貸用土地評価損 

売上訂正による差額 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

150,928

13,268

26,968

191,165

－

－

191,165

41,496

219,892

30,115

119,926

23,015

508,125

12,667

955,238

△508,125

447,113

△4,568

△4,568

442,545

  

 

129,834

3,418

52,459

185,712

 

△48,898

△48,898

136,814

 

 

46,120

243,809

23,425

70,247

23,015

208,257

15,696

630,573

△23,015

607,557

 

△9,356

△9,356

598,200

   （単位：％）

 
第33期 

（平成17年３月31日現在） 
 

第34期 
（平成18年３月31日現在） 

①法定実効税率 

(調整) 

交際費等永久差異項目 

住民税均等割 

評価性引当額の減少 

法人税等還付税額 

その他 

②税効果会計適用後の法人税等の負担率 

40.6

 

0.9

1.0

－

－

△0.2

42.3

 40.6

 

2.4

5.3

△466.3

△64.9

△0.0

△482.9



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第33期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第34期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 605円23銭 

１株当たり当期純利益金額 67円44銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額 
66円56銭 

１株当たり純資産額 708円22銭 

１株当たり当期純利益金額 121円71銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額 
120円92銭 

 
第33期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第34期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 314,807 606,374 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 1,650 

（うち利益処分による役員賞与金（千円）） (－) (1,650) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 314,807 604,724 

期中平均株式数（株） 4,667,810 4,968,718 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 61,616 32,194 

（うち新株予約権（株）） (61,616) (32,194) 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱ダスキン 10,000 67,000 

㈱ビー・エヌ・アイ・システムズ 260 26,000 

富士写真フイルム㈱ 2,000 7,860 

石川島播磨重工業㈱ 34,395 12,829 

本田技研工業㈱ 1,000 7,290 

松下電器産業㈱ 2,884 7,541 

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 25 4,350 

㈱ニッセン 700 1,344 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 1 1,638 

その他２銘柄 1,002 1,843 

計 52,267 137,697 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱西日本シティ銀行劣後債 200,000 198,000 

㈱ビー・エヌ・アイ・システムズ無担

保新株予約権付社債 
4,000 4,000 

計 204,000 202,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期減少額の主な内容は本社移転に伴う除却によるものであります。 

    ２．無形固定資産の金額が資産総額の百分の一以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減

少額」の欄の記載を省略しております。 

【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、121,828株であります。 

２．任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産        

建物 411,511 26,195 136,717 300,989 185,747 11,885 115,242 

構築物 950 － － 950 903 － 47 

工具、器具及び備品 137,178 19,659 17,357 139,480 106,180 10,812 33,299 

土地 142,361 － － 142,361 － － 142,361 

有形固定資産計 692,002 45,855 154,075 583,781 292,830 22,698 290,951 

無形固定資産        

ソフトウェア － － － 23,705 13,811 2,351 9,894 

電話加入権 － － － 6,180 － － 6,180 

無形固定資産計 － － － 29,885 13,811 2,351 16,074 

賃貸用不動産 317,949 － － 317,949 155,717 5,119 162,231 

長期前払費用 1,083 － － 1,083 － 1,083 － 

繰延資産        

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 917,687 － － 917,687 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (5,103,230) (－) (－) (5,103,230) 

普通株式 （千円） 917,687 － － 917,687 

計 （株） (5,103,230) (－) (－) (5,103,230) 

計 （千円） 917,687 － － 917,687 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （千円） 879,325 － － 879,325 

計 （千円） 879,325 － － 879,325 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 32,665 － － 32,665 

（任意積立金）      

プログラム準備金 （千円） 2,007 － 2,007 － 

別途積立金 （千円） 2,173,000 － 973,000 1,200,000 

計 （千円） 2,175,007 － 975,007 1,200,000 



【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の当期減少額「その他」の内訳は、一般債権の貸倒実績率による洗替額2,052千円、㈲ダイテックよ

り長期貸付金の一部返済1,100千円であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 87,136 6,214 19,442 3,152 70,756 

賞与引当金 371,745 319,788 371,745 － 319,788 

役員退職慰労引当金 102,207 11,390 － － 113,597 

債務保証損失引当金 － 8,721 － － 8,721 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,673 

預金の種類  

当座預金 4,326 

普通預金 27,197 

通知預金 229,000 

郵便預金 44 

定期預金 498,571 

小計 759,140 

合計 760,814 

相手先 金額（千円） 

オークラサービス㈱ 4,256 

㈱大塚商会 14,832 

山梨リコー㈱ 579 

合計 19,669 

期日別 金額（千円） 

平成18年４月 1,707 

５月 13,125 

６月以降 4,836 

合計 19,669 



ハ．売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

ホ．製品 

ヘ．仕掛品 

相手先 金額（千円） 

㈱富士通関西システムズ 221,148 

㈱富士通アドバンストソリューションズ 162,411 

日本アイ・ビー・エム㈱ 152,669 

富士通㈱ 150,496 

パナソニックＭＳＥ㈱ 119,421 

その他 1,203,177 

合計 2,009,326 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,052,261 8,193,736 8,236,670 2,009,326 80.4 90.5 

品目 金額（千円） 

ハードウェア及び関連ソフトウェア 5,791 

合計 5,791 

品目 金額（千円） 

パッケージ用マニュアル 17,841 

合計 17,841 

区分 金額（千円） 

受託業務仕掛品 290,201 

合計 290,201 



ト．貯蔵品 

チ．未収還付法人税等 

② 固定資産 

イ．繰延税金資産 

③ 流動負債 

イ．支払手形 

 該当事項はありません。 

ロ．買掛金 

④ 固定負債 

  退職給付引当金 

区分 金額（千円） 

ＧＡＫＵＥＮ総合パンフレット他 775 

会社案内 2,662 

その他 1,288 

合計 4,726 

区分 金額（千円） 

未収還付法人税等 401,779 

合計 401,779 

区分 金額（千円） 

繰延税金資産（固定） 607,557 

繰延税金負債（固定） △9,356 

合計 598,200 

相手先 金額（千円） 

㈱エフビクス関西 32,835 

日本コムシンク㈱ 28,858 

㈱イーアイティー 17,526 

ネクストウェア㈱ 16,015 

㈱ジェイ・エス・エル 12,846 

その他 273,002 

合計 381,084 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 1,745,086 

年金資産 △1,239,843 

未認識数理計算上の差異 95,271 

合計 600,514 



(3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券 500株券 10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 １．喪失登録     １件につき 8,600円 

 ２．喪失登録株券   １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

日本経済新聞 

 なお、決算公告については、定款の定める日刊紙（日本経済新聞）への

掲載に代えて、当社ホームページ（http://www.jast.com）に貸借対照表及

び損益計算書を掲載しております。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は親会社等を有していないため、該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

  当会計期間の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1）有価証券報告書及びその添付書類                 平成17年６月27日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第33期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 (2）半期報告書                           平成17年12月21日近畿財務局長に提出 

 （第34期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 (3）有価証券報告書の訂正報告書                   平成17年４月14日近畿財務局長に提出 

 平成16年６月25日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

平成15年６月26日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

平成14年６月26日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 (4）半期報告書の訂正報告書                     平成17年４月14日近畿財務局長に提出 

 平成16年12月24日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

平成15年12月24日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

平成14年12月25日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月27日 

日本システム技術株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中西   清  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 祥二郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

ステム技術株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

システム技術株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「８．過年度の連結財務諸表の訂正」に記載されているとおり、会社

は証券取引法第24条の２第１項の規定に基づき過年度の連結財務諸表を訂正している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月23日 

日本システム技術株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土田 秋雄   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 祥二郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

ステム技術株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

システム技術株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成17年６月27日 

日本システム技術株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中西   清  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 祥二郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

ステム技術株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本シス

テム技術株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な会計方針「７．過年度の財務諸表の訂正」に記載されているとおり、会社は証券取引法第24条の２第１項の規定

に基づき過年度の財務諸表を訂正している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

   平成18年６月23日 

日本システム技術株式会社    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 土田 秋雄   印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 吉村 祥二郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本シ

ステム技術株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本シス

テム技術株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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